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関経連・2010年度事業計画

米国発の金融危機により混乱した世界経済は、ようやく落ち着きを取り戻しつつある。関経連は昨年来、
自民党政権に対しては、早期の景気回復に向けた経済･産業政策の実行を、新しく発足した民主党政権には、
成長戦略策定の必要性などを訴えてきた。2010年度は、①中長期的な成長に向けた政策の提言とその実
現の働きかけ、②関経連独自の成長戦略である「関西ビジョン2020」の着実な実行、③旧関西経営者協
会（旧関経協）との統合効果の発揮と取り組み強化を基本に事業を展開していく。その際、従来の広域的視
点に加え、中小企業、労働団体、ＮＰＯなど多様な主体との連携の可能性を追求し、実施事業の成果を見
極め、事業の選択と集中を継続する。

大胆な政策提言と政策実現
活動の強化

　政権交代に伴う新政策について
は、政策手段策定の途上にある。日
本の将来について、経済･産業分野
のみならず、国と地方の関係などに
ついても、制度改革も含めて、綿密
な調査研究と大胆な政策提言を行
う。
　特に、地球温暖化対策については、
ポスト京都議定書の国際的枠組み構
築ならびに温室効果ガス排出量の中
長期的目標や地球温暖化対策税、
排出量取引制度について調査研究・
提言を行う。また、会社法制や国際
会計基準などコーポレートガバナン
スに関しての調査研究・提言や、分
権型社会・道州制の実現に向けた機
運の醸成および制度設計についての
提言を行うとともに、関西の取り組
みについて強力に情報発信し、積極
的に政府・政党にコンタクトする。

関経連成長戦略「関西ビジョン
2020」の着実な実行

　「関西ビジョン2020」でうたった
“Dynamic	Kansai”の実現に向け、
「強い産業の実現」「アジアとの共生」

「地域の自立－関西はひとつ」の３つ
の観点で、関西の広域的発展と自立
を実現する。
　科学技術基本計画策定に対して
は、環境技術先進地域･関西の創出
やものづくり拠点の創出、けいはん
なの活性化など、国際競争力強化の
観点から提言を行うとともに、もの
づくり中堅・中小企業（ＫＩＳＰ）の振
興に向けて、ビジネスマッチングな
ど育成に関するトライアル事業を実
施する。
　そして、環境ビジネスの事業化の
一環として、けいはんなのエコシティ
化を推進し、環境に関する人材育成
事業を充実するとともに環境インフ
ラ整備における戦略的な経済協力を
進めるための官民連携のあり方を調
査研究、提言する。
　また、産学連携、医工連携など次
代を担う成長産業の振興や、従来取
り組んできた組込みシステム産業や
ロボット産業などに関し、より実践
的に取り組んでいくことや、関西の
魅力ある資源を関西ブランドとして
発信し、それらを活用した集客促進
を強化する。特に、平城遷都1300年
記念事業を関西広域の観光振興の
ツールとして活用する。

　さらに、大阪駅北地区におけるナ
レッジ･キャピタルの実現および知と
情報の交流拠点をめざした２期開発
計画の検討を推進する。関西国際空
港のハブ化については、航空ネット
ワークの維持･拡充と利用促進、関
西の３空港のあり方や港湾、高速道
路、高速鉄道など広域的交通、物流
インフラ整備に関して、ポートオーソ
リティなどの新たな仕組みと将来像
を検討する。そして、上海万博応援
団活動を通じて成功に向けての支援
や中国との交流の強化、関空の利用
促進、関西のビジネス・観光両面で
の魅力のＰＲを行っていく。

旧関経協との統合効果の発揮

　旧関経協との統合効果を発揮し、
効率化をさらに進める。労使関係の
安定化をはかるため、人事労務管理
上の実務対応に関する情報提供や
個別労働問題へのアドバイス、労働
法制関連セミナーを充実させる。非
正規雇用問題については、有期契約
労働者などの雇用契約やセーフ
ティーネットのあり方も含めて検討
する。

（総務企画部	石川紘次）



〈2010年度事業項目〉 （太枠は重点事業、☆印は新規事業）

１．大胆な政策提言と政策実現活動の強化
 低炭素社会に向けた地球温暖化対策とエネルギー供給
・環境と経済が両立する地球温暖化対策とその実行に関する政策提言
・低炭素社会に向けたエネルギーの供給と安定確保

	景気の早期自律回復と中長期的な成長に向けた経済政策
・景気回復と中長期的な成長に向けた総合的な経済政策に関する提
言
☆民間の力を真に活用するＰＦＩ手法の推進のための制度改革の提言

	税財政と社会保障の一体的･抜本改革
・税財政と社会保障の一体改革、財政健全化の道筋のあり方に関す
る調査研究と提言

 企業経営に関わる法制･会計、規制改革
・会社法制等の経済法規、国際会計基準等の会計制度に関する調査
研究と提言
・企業経営活動の障害となる規制･制度の改革･撤廃に関する提言

 関西広域連合の早期設立、
 分権型道州制実現に向けた提言活動
・分権型道州制の実現に向けた全国的機運の醸成と提言の充実
・関西広域機構事業の見直しと関西広域連合への事務移管促進

	関西経済界としての総意形成と表明
・関西財界セミナーの開催
・大阪経営者協議会の開催

 情報受発信機能の強化
・インターネット、出版、会合等あらゆる手段と機会を活用した情報
発信
・マスコミ各層との各種懇談会、視察会、講演会の開催
・政府･政党との政策懇談会の開催

２．関経連成長戦略「関西ビジョン2020」の着実な実行
 産業政策と一体となった科学技術の振興、
 中堅中小企業の活性化
・地域経済の発展に資する科学技術政策の実現
・ものづくり中堅･中小企業（ＫＩＳＰ）振興のためのトライアル事業
・次世代スーパーコンピュータの産業利用の促進支援

 産学連携や医工連携などによる次代を担う成長産業の振興
・組込みシステム産業振興のための人材育成･開発支援サービス提供
・クリエイティブ産業振興のためのマッチング支援
・食と農の産業としての振興のためのトライアル事業、企業の農業参
入についての提言
・次世代ロボット産業振興のための実証実験とマッチングの支援
・光医療などライフサイエンス産業振興のための情報発信

	けいはんな学研都市の集積を生かした産業創出
・コーディネート活動等による事業化推進
・けいはんな学研都市のあり方の検討と情報発信
・けいはんな情報通信オープンラボ研究推進協議会の活動支援

 「環境先進地域･関西」の創出
・「けいはんなエコシティ」実現への協力
・水･インフラビジネスの国際展開
・環境･エネルギー技術･製品事例集による環境先進地域･関西のア
ピール

・次世代層向けエネルギー環境教育活動への支援
・民生部門（業務、家庭）における省エネへの取り組みの普及啓発
・中堅･中小企業の自主的な環境活動拡大のための普及啓発

 関西のブランド力向上と観光産業の振興
・関西ブランド活用による広域的･実践的な集客促進活動の強化
・平城遷都1300年記念事業の支援など関西広域での観光事業の促進
・ブランドとしての伝統芸能の活用･支援と関西の文化振興事業への
参画

	都市創造事業への取り組み
・人と環境に優しい持続的な都市づくり
・都心部のまちづくりの推進と支援

 大阪駅北地区開発プロジェクトの推進
・大梅田グランドデザイン実現のためのプラットフォーム組成の支援
・先行開発区域の事業推進のためのＰＲ･プロモーション活動
・２期開発区域の具体的推進と２期ナレッジ･キャピタルの具体化

 分権型社会を見据えた
 広域交通･物流インフラ整備の地域戦略の立案
・関空のハブ化、スーパー中枢港湾阪神港の育成、高速道路ミッシン
グリンクの解消など陸海空国際物流機能の強化
☆関西版ポートオーソリティ構想など広域交通･物流インフラ整備の
将来像研究

	アジア太平洋における経済協力の推進
・日本で開催されるＡＢＡＣ／ＡＰＥＣへの参画･支援による経済交流
の強化
・関西で開催されるＡＰＥＣ担当大臣会合への支援による相互理解の
促進
・ＥＰＡ／ＦＴＡの締結推進に向けた日本はじめ各国政府への提言、
経済団体との協力強化
・アジア太平洋研究所構想の支援

 アジアの環境･エネルギー問題解決への貢献
☆アジアの経済団体およびＥＲＩＡとの連携による人材育成事業の充
実
☆官民連携によるアジアでの環境･インフラビジネス支援
・日中ビジネス･フォーラム、日越経済討論会を通じた交流深化

 通商政策や国際交流強化に関する意見交換･各国との交流
・各国要人との懇談、経済･投資セミナーの開催
・関経連インターナショナル･クラブの開催
・ＩＮＶＥＳＴ関西デスクを通じた関西広域の企業誘致への支援
☆上海万博応援団活動を通じた中国･上海との連携･交流強化
☆起業家精神涵養のための米国における若手人材育成・交流事業の
検討

	国内他地域との広域的な連携強化
・西日本経済協議会への参画

３．旧関経協との統合効果の発揮
 雇用･労働政策課題への対応と人材育成の推進
☆非正規雇用問題への対応など安定した雇用･労働環境の実現
・労働関係法制の改正･適用に関するセミナーの開催
・雇用･労働情報の収集･普及の拡充
・次世代を担う人材育成のための関係機関との連携
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